
第１４章 事 務 局

第１節 事務局の歩み

第１項 事務局の組織と機構の変遷

�１ 学生部の事務局一元化まで

ａ．事 務 局

１９７９年３月当時の事務局は、庶務部に庶務課（庶務係・文書係・企画調査係）、人

事課（任用係・給与係・職員係・福祉係）が、経理部に主計課（総務係・監査係・司

計第一係・司計第二係・管財係）、経理課（管理係・出納係・経理係・用度係・共済
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組合係）が、施設部に企画課（企画係・工事経理係）、建築課（第一工営係・第二工

営係・第三工営係）、設備課（電気係・機械係）が置かれていた。

その後、情報化・国際化への対応を中心とした事務機構の整備が行われた。

１９７９年４月には設備課に設備係が、１９８０年４月には経理課に情報処理係が置かれ、

１９８２年４月には経理部に情報処理課（情報処理第一係・情報処理第二係）が新設され

た。１９８３年４月には庶務課文書係が文書広報係に名称変更され、庶務課に国際交流係

が置かれた。翌１９８４年４月には庶務部に国際主幹（国際交流係）が新設された。１９８５

年４月には情報処理課に情報処理第三係が増設され、１９８８年４月には経理課管理係を

廃止し、用度係が用度第一係・用度第二係に分離された。なお、１９８８年４月には大学

院自然科学研究科が設置されたが、同研究科の事務は独自の事務組織ができるまでの

間庶務課（企画調査係）が担当した。１９９３年４月には庶務課に学事調査係が置かれ、

企画調査係が企画法規係に名称変更され、情報処理課（情報企画係）に専門職員制が

導入された。

１９９４年４月、教養部事務部が廃止され、庶務部に企画室（企画係・大学教育開放係・

普遍教育管理係・普遍教育実施係）が設置されたが、１９９５年４月には、学内措置によ

り学長特別補佐が置かれ、庶務部企画室・国際主幹と学生部教務課・留学生課から成

る教務国際部が設けられた。庶務部企画室の普遍教育管理係・普遍教育実施係・大学

教育開放係は教務課に移行され、企画室には、分析センター・総合情報処理センタ

ー・アイソトープ総合センター・共同研究推進センターの事務を担当する共同教育研

究施設係が置かれ、企画係は企画・研究協力係に名称変更された。また、同時に真核

微生物研究センター等事務部も真核微生物研究センター事務部・環境リモートセンシ

ング研究センター事務室・大学院自然科学研究科事務室に改組された。

ｂ．学 生 部

１９６５年以降になり、いわゆる「受験戦争」が過熱化し、入試制度の改革が叫ばれる

ようになり、文部省は１９７９年から共通第１次学力試験を発足させたが、各大学でも入

試制度の改善のための様々な試みが行われるようになった。本学は、１９７５年度に入学

主幹を設置し、入学者選抜に関する業務を一元的に処理する体制を整えていたが、

１９８７年５月入試課（入学試験係・資料調査係）を設置し、入学者選抜の円滑な実施、

広報活動の強化、選抜結果の追跡調査と選抜制度の見直し等入試制度の諸改革に対応

できるように事務体制の充実・強化を図った。

大学を取り巻く近年の大きな動きとして教育研究の国際化の問題が上げられる。本

第１節 事務局の歩み

８７０



学は留学生教育については長い歴史をもっているが、その事務体制は、十分とは言い

がたいものであった。１９７５年以降には、留学生に関する事務は学務面と厚生面をそれ

ぞれ教務課と厚生課が分担していたが、入試課の設置にあたり、厚生課留学生寮係が

入試課資料調査係に振替えられた結果、その業務は教務課に一本化され、効率的に行

えるようになった反面、スタッフ的には脆弱化したものとなった。しかし、その後、

留学生１０万人体制といわれるように国策として留学生の受入れが推進されてくると、

本学の留学生数も急激に増加し、留学生に係る事務も増加かつ複雑化を呈するように

なった。このような留学生の増加に対処し、留学生に対してきめ細かな指導援助を行

うため、１９９１年４月留学生センターが設置された。これにあわせて留学生課が設置さ

れ、留学生に関する事務体制も強化されることとなった。そしてここに学生部は教務

課、学生課、厚生課、入試課、留学生課の５課をもって組織されることになった。

平成になってから、いわゆる「団塊の世代」が係長適正年齢になってくると、その

処遇が問題となってきた。これに対して文部省は職員の待遇改善を図りつつ、専門性

を高め業務の質的向上、効率化を図ることを目的として専門職員制の導入を進めるこ

ととした。本学では、１９９３年度の厚生課を皮切りに、１９９４年度に学生課が、さらに事

務局一元化後の１９９７年度には留学生課が専門職員制を導入することとなった。

さて、１９９４年度のカリキュラム改革とそれ以後の普遍教育の運営は、学生部と大き

く係わるできごとであり、学生部の果たした役割を忘れてはならない。当時、教務委

員会、普遍教育等専門部会等カリキュラム改革のための多くの検討機関の庶務はその

ほとんどが教務課が担当するところであった。また、１９９３年に新カリキュラムの全体

像がほぼ完成し、１９９４年４月からの実施が全学の合意とされると、その具体的な準備

のため、１９９３年１２月、新カリキュラム事務室（室長は教務課長が兼務）が設置される

こととなった。同事務室は１９９４年４月の新カリキュラムの実施に向け、シラバスや入

学案内の作成、教室の整備や時間割の編成、在学生への広報等精力的にこなしていっ

たのである。

�２ 事務局一元化とその後の事務局

１９９６年５月、副学長制の導入にあわせて、厚生補導業務のうち教育的な側面をもつ

業務については、機能強化を図るため委員会の見直し等を行い、副学長を中心にその

指導体制を確立・充実させることとし、厚生補導業務のうち事務的な側面を持つ業務

その他教務、入試等に関する業務については、学生部の事務組織を事務局に一元化

し、事務局長の下で処理することにより、総務、経理、施設の各部と緊密な連携を保
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ち、有機的に、合理的に行うべく事務体制を整備した。これに伴い、教員の併任によ

る学生部長を改め、学生部次長を学生部長とすることとした。さらに、副学長制の導

入、学生部の事務局一元化、国際主幹の改組による国際交流課（国際学術係・国際協

力係）の設置等による総務機能の拡大などから、庶務部および庶務課をそれぞれ総務

部および総務課へ名称変更した。

また、１９９８年度から全国に先駆けて物理の分野で先進科学プログラム（飛び入学）

を導入するため、１９９７年９月、学内措置により先進科学センターを設置した。センタ

ーの事務は、飛び入学実施学部、学生部教務課・入試課と協力して総務部総務課が処

理することとされた。

１９９７年７月、事務協議会内に「事務組織再編等検討委員会」が設置され、第９次定

員削減および財政構造改革の一環としての事務組織一元化、事務の集約化等による国

立大学の事務職員の合理化減方策に対応するため、中長期的視点をも踏まえ、これま

でにない抜本的な見直しを行った。その結果は、１９９８年１月「千葉大学の事務処理体

制の再編整備について」と題する報告書としてまとめられ、事務協議会、部局長会

議、評議会で了承され、今後の本学の事務組織再編整備の方針とされている。

１９９８年４月には、人事課給与係が給与第一係・給与第二係に、経理課出納係が収入

係・支出係に分離され、国際交流課（国際交流係）に専門職員制が導入された。

今後、上述の方針のもとに、事務組織一元化、事務の集約化が推進される予定であ

る。

�３ 各種委員会

委員会設置の主要のものをたどってみると、１９８０年１月には、有害廃棄物処理施設

運営委員会が、同年１０月には、組換えDNA実験安全委員会が、１９８１年４月には、広

報委員会が、１９８２年５月には、大学会館運営協議会が、１９８７年７月には、留学生委員

会が、１９８９年７月には、情報処理環境整備委員会および交通安全対策委員会がそれぞ

れ設置された。

１９９１年７月、大学設置基準の大綱化により、自己点検・評価を評議会内第１小委員

会の審議事項に追加したが、１９９２年２月には自己点検・評価に関する要綱が制定さ

れ、全学自己点検・評価委員会および各部局等自己点検・評価委員会が設置されるこ

ととなった。

１９９２年９月には、教務全般に関し、全学的調整および合意を必要とする事項につい

て審議する教務委員会が、１９９３年１０月には、校地・施設整備の利用に関し、将来計画
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等を審議する施設整備委員会が設置された。

１９９４年４月、教養部廃止により、普遍教育等を全学的協力体制により円滑に実施す

るため、大学教育委員会が設置され、学部教養部連絡協議会および教務委員会が廃止

された。

１９９５年４月には、本学における生涯学習の推進を図るため、生涯学習推進委員会

が、同年６月には本学における集中方式による短期留学の実施を円滑に進めるため、

短期留学国際プログラム実施委員会が設置された。

１９９６年４月には、副学長制度導入に伴い、委員会組織の見直しを行った。入学試験

に係る委員会の見直しにより、入学試験委員会を設置し、入学試験運営委員会を廃止

した。厚生補導に係る委員会の見直しにより、学生生活委員会を設置し、厚生補導委

員会を廃止した。国際交流および留学生交流に係る委員会の見直しにより、国際交流

委員会を設置し、従前の国際交流委員会および留学生委員会を廃止した。同年５月に

は、本学創立５０周年を記念する事業の企画立案および実施にあたる、創立五十周年記

念事業委員会が、１９９７年２月には、本学におけるスペース・コラボレーション・シス

テム事業の実施および全学的な共同利用に関する必要事項を審議する、スペース・コ

ラボレーション・システム事業実施委員会が設置された。

以上のほか、学内組織の新設の都度、設置までの間、新組織の重要事項を審議する

設置準備委員会が設置されており、新組織の設置後においては、全国（学内）共同利

用施設にあっては、同組織の管理運営の基本方針等重要事項を審議する運営委員会等

が設置されている。

また、評議会内委員会については、１９８９年７月に、委員会の再編成を行い、常置委

員会として、第１～第３小委員会が、特別委員会として、亥鼻地区の統合整備の基本

計画などを審議する、亥鼻地区統合整備委員会が設置されたが、第３小委員会は、

１９９６年４月、入学試験委員会の設置により、亥鼻地区統合整備委員会は、１９９３年１０

月、施設整備委員会の設置により、それぞれ廃止された。なお、特別委員会として、

１９９２年１１月から１９９４年３月まで、学長選考方法等検討委員会が置かれている。

現在、４１の委員会と２つの評議会内委員会が活動しており、本学運営の一端を坦っ

ている。
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第２項 諸規程の変遷

�１ 制定手続きの変遷

１９９６年１月の評議会申合せにより、学則その他本学の諸規程を改正する場合で、評

議会の議を経ることとされているものについて、その改正内容が、例えば法令または

予算措置に伴う組織の新設、改組等に係るもので、その組織名称の整備に類するもの

や法令等の単純な改正（条数等の移動等）に伴うもの、その他軽微な改正と認められ

るものは、学長の判断により、評議会における審議を省略し、評議会報告とすること

とされた。

�２ 主要規程の変遷

１９７９年以降の主要規程の変遷を内容別にたどってみると、まず、管理運営関係で

は、評議会規程については、研究所・教養部の廃止、大学院独立研究科・全国共同利

用施設・副学長の設置に伴って構成員の整備がなされているのみである。教授会規程

については、１９９６年に、学校教育法施行規則の改正により、教授会に代議員会等の制

度を導入した。

代議員会等とは、教授会の定めるところにより、教授会構成員の一部をもって組織

され、代議員会等の議決をもって教授会の議決とすることができるというものであ

る。委員会等については、前項の各種委員会の変遷で述べたところに応じ、規程の制

定・改廃がなされている。

学事関係では、学則については、組織および学生定員の変更に伴う改正がほぼ毎年

あったほか、主なものとしては、１９７９年には、入学資格の改正が、１９８０年には、既修

得単位の認定に関する改正が、１９８１年には、看護学部の学士の名称変更が、１９８３年に

は、短期大学との単位互換導入に伴う改正が、１９８６年には、期間を付した入学定員増

および演習の単位計算方法の変更に伴う改正が、１９８７年には、受験機会の複数化によ

る入学料免除の取り扱いおよび新入生前期分授業料の徴収方法等の変更に伴う改正、

第２次学力検査等の検定料の一部返付に伴う改正並びに学生の懲戒のうち放学に関す

る事由の整備に伴う改正が、１９８９年には、検定料、入学料、授業料および寄宿料の徴

収方法を「国立の学校における授業料その他の費用に関する省令」の定めるところに

よることとする改正が、１９９１年には、総定員を収容定員とし、学士を学位とする改正

および入学資格に関する改正が、１９９２年には、行政機関の休日に関する法律の改正に
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より、休業日に土曜日を追加する改正が、１９９３年には、医学進学課程の廃止、科目等

履修生の導入、教育課程の編成方針の明確化、他の大学又は短期大学における授業科

目の履修および入学前の既修得単位等の認定の条文整備、単位計算方法の改正が、

１９９４年には、新カリキュラムの実施、教養部の廃止、文学部および理学部の学科改

組、教育学部スポーツ科学課程の設置、聴講生制度の廃止等に伴う全面改正が、１９９６

年には、自然科学研究科博士前期課程の設置、短期留学国際プログラムの実施に伴う

改正が、１９９７年には、入学資格の改正および先進科学プログラム（飛び入学）導入に

伴う改正が行われ、現在にいたっている。

大学院学則については、本学大学院研究科規程における共通的事項を可能な限り集

約し、大学院設置基準その他の法令上の諸規定のうち必要のあるものを盛り込んだ通

則を設ける趣旨で、１９８２年７月に制定された。その後、組織および学生定員の変更に

伴う改正がほぼ毎年あったほか、主なものとしては、１９８７年には、新入学生前期分授

業料の徴収方法等の変更に伴う改正が、１９８９年には、教育職員免許法の改正による免

許状の種類の変更に伴う改正および検定料、入学料、授業料および寄宿料の徴収方法

の変更に伴う改正並びに大学院設置基準の改正による博士課程の目的の変更、修士課

程についての他大学院等における研究指導の委託、入学資格・修了要件の弾力化に伴

う改正が、１９９１年には、総定員を収容定員とし、修士および博士の種類を廃止し、入

学資格に関する改正が、１９９３年には、修士課程について大学院設置基準第１４条に定め

る教育方法の特例の実施および入学資格の改正が、１９９４年には、博士課程についての

１４条特例の実施、入学前の既修得単位の卒業要件への算入、科目等履修生制度の導

入、聴講生制度の廃止等に伴う全面改正が、１９９５年には、研究生に関する規定の追

加、入学資格・修了要件に関する改正が、１９９６年には、博士後期課程への編入学資格

に関する改正が、それぞれ行われている。

学位規程については、組織変更および論文審査手数料の変更のほか、主なものとし

ては、１９８１年には、学位の名称を保健学修士から看護学修士とする改正が、１９８３年に

は、大学院学則の制定に伴う全面改正が、１９８９年には、博士の学位授与の対象に研究

者のほか高度専門職業人を追加する改正が、１９９１年には、修士および博士の種類につ

いて専攻分野の名称を冠して列挙することを廃止し、学士を学位に位置づけ、学位に

付記すべき専攻分野の名称を定め、学位記の様式を変更する改正が、それぞれ行われ

ている。

以上のほか、学務関係では、１９８７年に、外国人受託研修員を含む外国人研究者等の

受入れ方法等を定めた「外国人研究者等受入規程」が、１９９３年には、「科目等履修生
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規程」が制定された。科目等履修生規程については、１９９６年に、入学資格を緩和する

改正が行われており、１９９４年に聴講生規程が廃止されている。また、１９９４年には、新

カリキュラムの実施に伴い、普遍教育等に係る授業科目およびその履修方法等を定め

た「普遍教育等履修細則」および他大学又は外国の大学との協議にもとづき、本学が

開設する授業科目を履修させる「特別聴講学生規程」が、１９９６年には、外国の大学と

の協定にもとづき、短期留学生向けの主として英語による授業プログラムの授業科

目、単位数、履修方法等を定めた「短期留学国際プログラム実施規程」が制定されて

いる。厚生補導の関係では、１９９４年に、「入学料の免除に関する規程」および「授業

料の免除および寄宿料の免除に関する規程」を一本化し、「入学料、授業料および寄

宿料の免除等に関する規程」が制定されている。厚生施設関係では、１９８２年に、「大

学会館規程」および「サークル会館規程」が、１９８３年には、「亥鼻地区サークル会館

規程」が、１９９５年には、既設の留学生家族宿舎を包括する「国際交流会館規程」が、

それぞれ制定されている。

人事関係では、１９９４年に、学長選考基準、学長選考基準実施細則、学長選考基準実

施に関して規定の解釈および運営についての申合せ事項、学長選考基準実施に関する

評議会確認事項について、学長選考方法等の見直しに伴う改正を行った。すなわち、

学長候補適任者選定委員会における学長候補適任者の選定枠を「５名を限度」から

「７名を限度」に拡大し、学長候補適任者となるべき者の推薦部局を従来の推薦部局

のほかに学長選挙の公示日において選挙資格者が５名以上の部局を加え、学長候補適

任者となるべき者の推薦には各部局の推薦理由を具体的に記載した推薦書を添付する

こととし、出張以外の公務で他日に振替が困難な場合について不在者投票を認める等

の改正を行った。また、１９９８年には、学長候補適任者選定委員会を構成する部局に各

学部、真菌医学研究センターのほか環境リモートセンシング研究センターを加えた。

名誉教授の称号授与に関する規程については、１９８６年に、勤務年数の算出にあた

り、本学に併設されていた工学短期大学部および他大学（短期大学を除く）における

教授、助教授の勤務年数を一定の割合で本学教授の勤務年数に通算する等の改正を行

い、１９９１年には、名誉教授称号記を授与する際にあわせて授与する名誉教授章の形状

を変更し、１９９３年には、勤務年数が本学教授として２０年に達しない者で「教育上、学

術上の功績が特に顕著であった者」の要件についての名誉教授の称号授与に関する申

合せ事項の改正を行った。１９９６年には、学生部長の事務官への振替に伴い、１９９６年５

月１０日以前の学生部長を部局長経験者に含める同申合せ事項の改正を行い、１９９８年に

は、申合せ事項の「教育上、学術上の功績が特に顕著であったと評議会が認めた者」
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の運用に関して学長名の通知を発出した。

これ以外の人事関係規程では、１９８４年に、国立又は公立の大学における外国人教員

の任用等に関する特別措置法により、本学が任用する外国人教員（日本国籍を有しな

い教授、助教授又は講師をいう。）の任期を３年とする「外国人教員の任期に関する

規程」を、１９８６年には、国立大学協会からの事務連絡「定年前早期退職者に対する退

職手当に係る特例措置を国立大学教員に適用する件について」の趣旨に沿って教員の

勧奨退職に道を開く「教員に対する退職奨励の取扱基準」を、１９９２年には、完全週休

二日制の実施に伴う勤務時間制度の改正に伴い、勤務を要しない日、勤務時間、休憩

時間および休息時間等を整備した「千葉大学に勤務する職員の勤務を要しない日等に

関する規程」（現「千葉大学に勤務する職員の勤務時間、休暇等に関する規程」の前

身）を、１９９３年には、従来、学内措置により置かれていた学科主任等の位置づけを明

確化するために行われた国立学校設置法施行規則の改正および学科長を置く国立大学

の学科を指定する訓令の制定に伴い「学科長に関する規程」を、１９９６年には、副学長

制度の導入に伴い「副学長選考基準」および「副学長職務分担規程」をそれぞれ制定

した。なお、同年、学生部長選考基準が廃止された。１９９７年には、大学の教員等の任

期に関する法律により、大学院自然科学研究科多様性科学専攻の助手に５年の任期制

を導入する「千葉大学における教員の任期に関する規程」が制定された。

庶務関係では、１９７９年に教育研究を目的として本学に来学する外国人の宿泊等に使

用させる「ゲストハウス規程」が、１９８４年に文書処理の簡素化および迅速化を図るた

め「専決に関する細則」が、１９８８年に共同研究の受入れ開始に伴う「共同研究取扱規

程」が、１９９０年には教育研究の豊富化、活発化を図ることを目的として民間等から寄

附にもとづいて付加的に設置される「寄附講座および寄附研究部門規程」が、１９９２年

には本学における開庁範囲および開庁する日を定めた「行政機関の休日において千葉

大学の事務を行う部局・部門等を定める規程」が、１９９５年には本学と地域住民との学

術および文化の交流等を図るために設置された「けやき会館規程」が制定された。

会計関係では、１９８１年に契約関係における、政府調達に係る契約事務の取り扱いに

ついて詳細に定められた。

第３項 諸 行 事 等

千葉大学発足以来、諸行事・催し物は、さまざまな形で、数多く挙行されてきてい

るが、ここでは、全学的に挙行された主なものについて述べることとする。
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開 学 式

１９４９年５月３１日国立学校設置法施行に伴い千葉大学が発足し、諸準備の末、同年１１

月５日に千葉大学開学式が当時の医学部本館講堂（現在の新病院玄関前あたりに時計

台の建物があり、その建物内に医学部本館講堂があった）において盛大に挙行され

た。

入 学 式

第１回入学式は、１９４９年７月２０日に当時の医学部本館講堂において挙行され、学長

の告辞、部局長の紹介および入学生代表の宣誓等が行われ、６４９名の入学生が大学生

活のスタートを切った。その後、毎年４月に全学統一による入学式が挙行されてきた

が、１９７０年度の入学式は、いわゆる大学紛争により会場の確保ができず、各学部、工

業短期大学部、養護教諭養成所ごとに挙行され、この形式は１９７７年まで続いた。

しかし、１９７８年にいたり、すでに平穏な学内状況となっていること、および学内外

における全学統一による入学式挙行の強い要望もあったことから、４月８日に千葉公

園体育館において、再び全学統一による入学式が挙行された。

以後、入学式は、毎年４月８日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に行

われることになった。

なお、１９９１年４月８日の入学式から、式場を千葉ポートアリーナに移し、挙行され

ている。

卒 業 式

第１回卒業式は、１９５３年３月１８日に当時の医学部本館講堂において挙行され、卒業

証書授与後、学長の告示、卒業生代表の答辞等が行われ、本学から５４１名の学生が実

社会へ新しい人材として送り出された。その後、毎年３月に全学統一による卒業式が

挙行されてきたが、１９６９年からは、いわゆる大学紛争のため各学部等で挙行され、

１９７３年まで続いた。

しかし、１９７４年にいたり、すでに平穏な学内状況となっていること、および学内外

における全学統一による卒業式挙行の気運が高まったことにより、３月２３日に千葉公

園体育館において再び全学統一による卒業式が挙行された。

以後、卒業式は、毎年３月２３日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に行

われることになった。

なお、１９９２年３月２３日の卒業式から、式場を千葉ポートアリーナに移し、挙行され

ている。
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大学院入学式

第１回入学式は、医学研究科の大学院設置に伴い、１９５５年９月８日に当時の医学部

本館講堂において挙行され、１５名の大学院生が研究者としてのスタートを切った。そ

の後、１９６４年に薬学研究科が設置され、さらに工学、園芸、理学の各研究科が設置さ

れ、各研究科においてそれぞれ大学院入学式が挙行されてきたが、１９７９年から、全学

統一による大学院入学式が４月１２日（土曜日のときは前日、日曜日のときは翌日）に

行われることになり、薬学部講堂において挙行された。その後、薬学部講堂、教育学

部視聴覚教室等を式場として行われ、現在は医学部記念講堂において挙行されてい

る。

なお、医学研究科以外の研究科については、次のとおり第１回入学式が挙行されて

いる。

薬学研究科 １９６４年４月２８日 工学研究科 １９６５年４月２８日

園芸学研究科 １９６９年４月３０日 理学研究科 １９７５年４月２８日

看護学研究科 １９７９年４月２８日 教育学研究科 １９８２年４月２８日

文学研究科 １９８５年４月２６日 社会科学研究科 １９８５年４月２６日

自然科学研究科 １９８８年４月２５日 社会文化科学研究科 １９９５年４月２８日

大学院修了式

第１回学位記授与式は、１９５９年３月２３日に当時の医学部本館講堂において挙行さ

れ、１５名の医学研究科修了生が研究者として実社会へ送り出された。その後、毎年３

月に各研究科ごとに挙行されてきた。１９７４年から、挙行日が３月２５日（土曜日のとき

は前日、日曜日のときは翌日）に統一され、さらに１９７６年以降は、全学統一による修

了式が行われるようになった。同年３月２５日には事務局５階会議室において挙行さ

れ、学位記授与、学長の告辞、修了生代表の答辞等が行われ、各専攻分野の研究者と

して実社会へ送り出されている。その後、薬学部講堂、教育学部視聴覚教室等を式場

として行われ、現在は医学部記念講堂において挙行されている。

なお、１９９１年３月２５日の修了式から、名称が大学院修了式となり挙行されている。

また、博士論文の提出による学位（乙号）の授与は、１９６１年５月１０日に医学博士の

学位（乙第１号）が授与された。

医学研究科以降に設置された研究科における博士の学位（乙第１号）は、次のとお

り授与されている。

薬 学 研 究 科 博士（薬学）１９８３年２月２６日

自然科学研究科 博士（学術）１９９０年１０月１５日、博士（工学）および博士（農学）
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１９９１年１１月７日、博士（理学）１９９３年９月２１日

看護学研究科 博士（看護学）１９９７年３月７日

論文提出による学位記の授与式は、現在、年４回（３月、６月、９月、１２月）行わ

れており、これまで２，００５名〔１９９８年９月現在〕の審査合格者に対して、博士の学位

が授与されている。

名誉教授との懇談会

これは、名誉教授を本学に招き、学長、部局長等が出席し、教育研究上の諸問題に

関し、本学のあり方について懇談するものである。

第１回の懇談会は１９７２年１１月１７日に行われた。学長から本学の現状および将来計画

等が説明され、ついで、各部局長から当該部局の近況報告および将来計画についての

説明がなされ、名誉教授からの本学に対する希望・意見が述べられた。

その後、毎年１１月に開催されてきたが、１９８２年からは、春秋の２回開催するように

なり、名誉教授および現役教員の講演等も行われている。

なお、１９９７年からは年１回の開催となっている。

永年勤続者表彰式

これは、勤労感謝の日に際し、本学に多年勤務した者に表彰状を授与するものであ

る。当初は、永年勤続者感謝状贈呈式として、１９５４年１１月２３日に学長室において挙行

され、３５名に感謝状と記念品が贈呈された。

その後、毎年挙行され、１９７３年度からは現在の永年勤続者表彰式となった。

新年祝詞交歓会

これは、毎年御用始めの日に、学長・部局長・評議員をはじめ事務局および各部局

の教職員が出席して開催されてきた。

まず、学長から挨拶があり、年頭の抱負が述べられた後、乾杯を行って祝宴に移

り、なごやかに祝詞交換が行われる。

退職者懇談会

これは、毎年停年退官教官および定年退職者を招き、長年の労苦を感謝するもので

ある。

懇談会は、学長から退職者に永年にわたる在職中の功労に対して謝辞が述べられ、

また、今後の活躍が祈念され、退職者からは、思い出話および本学に対する希望等の

意見が述べられた。

なお、従前は停年退官教官送別会（第１回は１９７１年３月２９日開催）ならびに定年退

職者送別会（第１回は１９７３年４月２６日開催）として、それぞれ開催されていたが、
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１９９６年度（１９９７年３月２８日開催）からは、退職時の永年勤続者表彰式後に、停年退官

教官ならびに定年退職者が一堂に会し合同による懇談会が開催されている。

けやき会館竣工記念式典および祝賀会

地域に開かれたキャンパスづくりを推進するための施設として「千葉大学けやき会

館」が竣工し、１９９５年４月２７日に竣工記念式典および祝賀会が挙行された。同会館

は、学術交流の促進を図り、本学における研究教育の発展に資するとともに、本学と

地域住民との学術および文化の交流並びに本学教職員の親睦・交流に寄与することを

目的に、西千葉キャンパスの正門脇の一角に建てられたもので、鉄筋コンクリート３

階建て、延べ面積は２，６２０m２で３２０席の大ホールやレストラン、会議室、レセプショ

ンホール、談話室などが入っている。

記念式典・祝賀会には、文部省から木村文教施設部長、岡技術課課長補佐が出席し

たのをはじめ、有山電気通信大学長、前川国立学校財務センター所長、島崎千葉県副

知事、鶴岡千葉市助役ら学内外約１５０名が出席し、国立大学には珍しい新しい形の多

目的ホール・会館の竣工を祝った。

第４項 自己点検・評価の実施

�１ 自己点検評価体制の整備

１９９１年の大学設置基準の改正により、設置基準上の教育課程に関する法的規制が緩

和されるとともに、大学は「教育研究活動等の状況について自ら点検および評価を行

うことに努めなければならない。」との規定が設けられ、各大学自らの責任において

教育研究の改善を図ることが義務として課せられることになった。

本学においては、１９９１年７月に評議会内第１小委員会で自己点検・評価のあり方に

ついて検討を開始し、１９９２年２月には「千葉大学自己点検・評価に関する要綱」が決

定されるとともに、点検項目指針が出され、具体的に自己点検・評価体制が全学的に

示された。以上の検討段階を経て１９９２年に、学長、部局長、学内共同利用施設の長お

よび事務局長を構成員とする「千葉大学自己点検・評価委員会」が発足した。

また、各部局も「千葉大学自己点検・評価に関する要綱」にもとづき、自己点検・

評価のための組織が発足した。
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�２ 自己点検・評価の組織

ａ．全学の自己点検・評価組織

全学の自己点検・評価組織は、前述のとおり１９９２年２月に本学における教育研究活

動および管理運営等の状況について自ら点検・評価を行い、本学の教育研究水準の向

上を図り、かつ、本学の理念および社会的使命を達成することを目的に設置された。

委員会は、学長を委員長とし、副学長、部局長、学内共同利用施設長および事務局長

で構成され、次の事項について全学的な点検・評価を行っている。

ア．大学のあり方・目標に関すること。

イ．学生の受入れに関すること。

ウ．教育活動に関すること。

エ．研究活動に関すること。

オ．厚生補導に関すること。

カ．管理運営および組織・機構に関すること。

キ．教員組織に関すること。

ク．国際交流に関すること。

ケ．社会との連携に関すること。

コ．施設設備および環境に関すること。

サ．図書および学術情報に関すること。

シ．財政に関すること。

ス．附属病院の診療に関すること。

セ．その他全学委員会又は部局委員会等が必要と認める事項

なお、委員会には必要に応じて専門部会を置くことができるとしている。

ｂ．各部局の自己点検・評価組織

千葉大学自己点検・評価に関する要綱にもとづき、各部局においても自己点検・評

価を実施する組織を設置している。

部局での点検・評価の項目は、全学の自己点検・評価と同様である。

なお、これらの組織・構成員は、それぞれの部局の実情に対応したものとなってお

り、実施結果の取りまとめ、報告書の公表、実施結果の活用等について取り組んでい

る。
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�３ 本学の自己点検・評価の実施状況

全学の自己点検・評価については、１９９３年に最初の自己点検・評価を実施した。点

検・評価は要綱に定める点検・評価項目全般について点検・評価を行い、本学の現状

を明らかにするとともに課題を提起したものである。これらは報告書としてまとめら

れ、『現状と課題 千葉大学―常により高きものへ―』として公表された。

１９９４年度には、教養部を廃止し、４�６年一貫教育の新しいカリキュラムによる教育

を開始し、おおむね１年を経過した１９９５年３月に、新教育課程の実施体制の点検、学

生へのアンケートなどによる教育改革の評価などを行い、『普遍教育と専門教育の調

和を求めて―新教育課程（普遍教育等）の実施とその点検・評価報告書―』としてま

とめ公表した。

１９９５年度には、本学における研究活動の一面を文部省科学研究費補助金の申請・採

択状況から点検を行い、『文部省科学研究費補助金の申請・採択状況にみる千葉大学

の研究活動状況』としてまとめ公表した。

１９９６年度には、普遍教育について第三者による点検・評価を行い、『千葉大学普遍

教育等外部評価報告書』としてまとめ公表した。また、普遍教育のうち、外国語教育

についても第三者評価を実施し、『外部評価委員会報告書』として取りまとめ公表し

た。

１９９７年度には、財団法人大学基準協会による総合的観点から行う大学評価を受け、

大学のもつ長所と問題点を明らかにした。

第５項 事務情報化の推進

本学の事務情報化の歴史は、１９７７年に文部省の給与計算事務システムの端末を設置

することにより始まった。１９８０年４月には経理課に情報処理係が置かれ、本格的な事

務情報化への第一歩を踏み出した。その後、１９８２年４月には経理部情報処理課が設置

され、現在の体制となった。

１９８０年１１月、文部省のブロック共同処理構想にもとづく、全国１３地区の内、茨城、

栃木、群馬および千葉の４県で構成の関東Ｂ地区共同利用のための中型電子計算機が

本学に設置され、１９８１年度からは地区内オンラインにより人事・給与計算事務の電算

処理を開始したのを手始めに、１９８４年３月から建設工事資格審査事務の共同処理を開

始、漸次地区内各機関に端末校用小型計算機の設置に対応して共同処理を実施してき
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た。１９８６年３月には「電子計算機による国立学校の事務処理に関する訓令」が制定さ

れ、地区共同利用が制度化された。

また、国立学校事務情報化を推進するため、国立学校の共通的な事務について、そ

の情報化に係る汎用システムの開発を文部省を中心とした全国１３地区のセンター校で

協力して行い、各国立学校の利用に供している。本学では１９７７年９月から文部省汎用

システムをベースとした独自システムの開発をあわせ行い、給与計算、人事、予算執

行管理、教務事務等の事務システムが稼動している（表２―１４―１ａ）。

関東Ｂ地区のセンター校である本学では、地区共同利用の電子計算機として、１９８０

年１１月にACOSシステム４５０を設置し、以後更新を重ね、１９９６年１１月からはACOSシ

ステム３６００／８により処理を行っている（表２―１４―１ｂ）。

さらに、１９９６年度に学内LAN（情報通信網）が敷設され、また、端末機（パソコ

ン）の整備も年々進められており、事務連絡・広報等の電子化を推進している。

表２―１４―１a �１稼動システムの概要

開発年月 シ ス テ ム 名 開発年月 シ ス テ ム 名

１９７７年 ９ 月 給与計算事務 １９８５年 ４ 月 授業料債権管理事務

１９８１年 ９ 月 人事管理基本事項関係事務 １９８６年 ３ 月 学籍管理事務

１９８３年１０月 一般競争参加資格審査事務 １９８９年 ４ 月 予算執行管理事務

１９８５年 １ 月 授業料免除関係事務 １９９７年 ４ 月 新教務事務

１９８５年 ２ 月 建設工事資格審査事務

表２―１４―１b �２共用電子計算機の更新状況

更新年月日 メーカー 機 種

１９７８年３月 日立製作所 HITAC―８１５０

１９８０年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム４５０

１９８４年１０月 日 本 電 気 ACOSシステム４５０／５１

１９８８年３月 日 本 電 気 ACOSシステム６３０／１０

１９９２年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム３６００／６

１９９６年１１月 日 本 電 気 ACOSシステム３６００／８
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